
平成２９年度　鳥取県環境白書

  重点的な取組内容と実績等・トピックス
  １ 重点的な取組内容と実績等

重点的な取組内容と実績等

Ⅰ【エネルギーシフト】エネルギーシフトの率先的な取組
【現状】
・事業用太陽光発電を中心として身近にある再生可能エネルギーを利活用する設備の導入が加速

し、再生可能エネルギー設備導入量は平成２６年度末から１６％増加の９２．８万キロワットとなっ
た。（Ｈ３０年度末目標を達成）

（第２期とっとり環境イニシアティブプラン） 単位[kW]

計画開始 計画終了

H22年度末 H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30年度末
事業用
(10kW以上)

0 91,617 132,552 165,601 151,000

家庭用
(10kW未満)

15,717 39,937 43,868 47,625 50,000

　小計 15,717 131,554 176,420 213,226 201,000

59,100 59,100 59,100 59,120 59,200

470,802 492,068 492,607 537,505 541,500

116,278 117,748 118,172 118,387 118,300

0 0 20 20

661,897 800,470 846,319 928,258 920,000

(0%) (38%) (107%)

83% (100%) (106%) (116%) (115%)

再生可能エネルギー計

実績　設備導入量（累計）
第2期とっとり環境イニシアティブプラン

太陽光発電

区　　分

風力発電

第1期プラン

開始 目標値
（H30年度末）

H26年度末との比較

バイオマス（熱利用・発電）

 水力発電

その他（地中熱・温泉熱）

目標値に対する達成割合

・電力自給率
※

は、第１期プラン開始時の平成２２年度末と比べ１０．４ポイント増加し、平成２８年度
末で３５．０％となった。（この自給率の算定基礎となる電力量を一般家庭等で消費する電力量と
比較すると、平成２２年度末は６４．４％、平成２８年度末は９６．８％となる。） 

※電力自給率：県内で発電した全電力（再生可能エネルギーにより発電した電力）を県内で消費された全電力で除した割合

【主な取組内容と実績】
○地域エネルギー資源活用支援事業
・本県の豊富な地域エネルギー資源（バイオマス、水力等）の積極的な活用を促すことにより、地域

エネルギーの取組の多様化及びエネルギーの地産地消を推進するため、これまで有効に活用さ
れていなかった果樹剪定枝の燃料化を東中西部の３地区で試行し、農家や民間事業体による自立した取
組に向けて、課題の抽出や剪定枝の回収需要を把握する実証事業等に取り組んだ。また、木質バイオ
マス熱利用設備（三洋製紙）が平成２９年１月から本格稼働した。（導入量：４４，８９８kW（熱３４，４５８kW、発
電　　　　　１０，４４０kW））

○地域エネルギー社会推進事業
・バイオマス、小水力、温泉熱等の再生可能エネルギーの導入を地域活性化につなげる地域主導

のエネルギー事業（農業分野での熱利用や発電等）の推進に向けた支援を実施した。当事業を
活用し策定した木質バイオマス利活用推進計画を踏まえ、役場や社会福祉施設等公的施設での
具体的な設備導入の検討が始まった。

○日本海沖メタンハイドレート調査促進事業
・鳥取県沖において表層型メタンハイドレートの資源調査が進むなか、地元での海洋資源や海洋利

用に対する理解を図り、将来の開発による利益が地元に還元する仕組を構築するため、メタンハ
イドレート関連技術者を養成する寄附講座（専任教員２名、入学者数　Ｈ２８：４名、Ｈ２９：３名）を
平成２８年４月に鳥取大学大学院に開講し、技術者の養成を開始した。

・鳥取国際メタンハイドレートフォーラムを開催し、国内外の最新の研究成果や本県の取組を全国
に向けて発信するなど更なる情報発信と普及啓発を図った。



Ⅱ【環境実践の展開】ＮＰＯや地域・企業などと連携・協働した環境実践の展開
【現状】
・平成２７年１２月の気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ２１）で採択されたパリ協定が平成

２８年１１月に発効し、国は地球温暖化対策計画に基づき対策を進めている。当県においても温
室効果ガス削減に向け、県民一丸となった県民運動をスタートさせた。

・家庭や地域、学校、企業など１，２６２組織（平成２８年度末時点の登録数）が、それぞれの組織に
適した環境マネジメントシステムとして、ＴＥＡＳ（鳥取県版環境管理システム）に取り組んでいる。

・平成２８年度の県内エネルギー使用量は合計６，５９６万ギガジュールであった。エネルギー使用
量は近年、節電意識の浸透や省エネ家電の普及で減少していたが、夏季の猛暑や冬季の大雪
の影響による電気・ガス使用量の増、生産活動に伴う石油使用量の増などにより、２８年度は２４１
万ギガジュールの増加となった。

【主な取組内容と実績】
○環境実践活動の県民運動的展開　　
・官民連携により温室効果ガスの削減や循環型社会の構築に向けた取組を一層推進するため、新

たに「とっとり環境推進会議」を設立した。
多くの県民が環境実践活動に取り組むきっかけとなるよう３月１８日に鳥取市内でキックオフイベント

を開催した。
※トピックスで詳述
○水素エネルギー推進事業　　　　　　　　　　
・官民連携によりＦＣＶ（燃料電池自動車）及びＳＨＳ（スマート水素ステーション）、水素利活用のス

マートハウスを一体で整備し、水素エネルギー実証（環境教育）拠点として、「鳥取すいそ学びう
む（とっとり水素学習館）」を完成させ、試験運用を開始した。　

※トピックスで詳述
○とっとり住まいる支援事業
・県産材の需要拡大及び地場産業の振興に資する木造住宅の建設を促進するため、県内事業者

等の施工による県民の住まいづくりを幅広く支援した。県産材活用をより推進するため、県産材使
用量に応じた段階的な補助額に見直すとともに、子育て支援を推進するため、三世代同居等支
援を創設した。

Ⅲ【循環社会】環境負荷低減の取組が経済活動として成立する社会経済システムの実現
【現状】
・一般廃棄物の排出量は、家庭系では緩やかに減少しているものの、事業系では増加傾向にあり、

総排出量はほぼ横ばいで推移している。家庭系は生ごみ（特に食品ロス）と古紙類が大きな
ウェートを占めている。リサイクル率は、市町村の焼却灰リサイクルや小型家電回収等の取組によ
り向上し、平成２７年度実績では全国平均を大きく上回り、全国４位に位置している。

　排出量：平成２７年度２０．７万トン（平成２３年度２１．２万トン）
　リサイクル率：平成２７年度２７．０％（全国平均２０．４％）
・産業廃棄物の排出量は、がれき類や汚泥の排出量が減少したことから全体として減少している。

一方リサイクル率は、排出量の半分を占める建設業で９３％にのぼる再資源化が行われているこ
と等により順調に向上しており、全国平均（５３％）と比較して高い水準（７６％前後）となっている。

【主な取組内容と実績】
○Ｌｅｔ’ｓ４Ｒ実践拡大事業
・生ごみ（食品ロス）の削減に向け、忘新年会及び歓送迎会シーズンに商工会議所等の経済団体

や企業に対して、宴会時等に料理を食べきる「おいしい！とっとり30・10食べきり運動」の実践を消
費者団体・市町村とともに要請した。

・西部地域で食品スーパー４社及び消費者団体・行政との間でレジ袋削減に関する協定を締結（平
成２９年２月）した。（協定締結したスーパーでは、レジ袋の無料配布中止に取り組んだ結果、レジ
袋辞退率が約２割から約８割と大幅に向上した。）

○廃棄物不法投棄対策強化事業
・不法投棄防止のための啓発を実施したほか、使用済物品放置防止条例の施行（H28.4）に伴い、

使用済物品放置対策指導員（非常勤職員）を新たに県下に２名配置し、条例で定める保管基準
の適合指導等を行った。また、不法投棄防止及び行為者特定を目的とした広域監視カメラの追
加導入及び民間警備会社による不法投棄夜間パトロールの実施などの体制整備により、不法投
棄監視体制の強化を図った。



Ⅳ【自然共生】自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
【現状】
・平成３０年に大山開山１３００年祭を迎え、国内外からの観光誘客に相応しい環境整備が必要であ

ることから、国の国立公園満喫プロジェクト予算等を活用し、大山自然歴史館リニューアル、夏山
登山道整備、頂上避難小屋等改修等を推進している。

・県内三大湖沼などの水環境の保全・再生のための各種調査、浄化対策、普及啓発に係る事業等
を実施しており、概ね予定どおり進捗している。

・特定希少野生動植物の生息状況のモニタリングや生息地の管理を実施する団体の掘り起こしによ
り、県民による自主的な保護・保全活動に一定の広がりが見えており、県の認定を受けた保護管
理事業が１３事業（うち８事業に県補助）となった。

　 
【主な取組内容と実績】
○大山隠岐国立公園が国立公園満喫プロジェクト等推進事業に選定（平成２８年７月）
・大山隠岐国立公園が、国の「国立公園満喫プロジェクト」のモデル地域に選定されたことから、外

国人観光客の受入環境の充実を図るため、集中的かつ計画的な施設改修に着手した。
　※トピックスで詳述
○「『山の日』記念！みんなが主役」とっとりの山魅力発信事業
・「山の日」(８月１１日)の祝日化や大山隠岐国立公園指定８０周年を契機に、大山、三徳山、氷ノ山

を舞台に山への関心が低かった女性や親子等向けのイベント等を開催し、本県の豊かな自然へ
の関心を高めるとともに、広く県内外にその魅力を発信した。

○“ラムサール条約湿地”中海の水質浄化対策とワイズユース推進事業
・平成２７年度に中海・宍道湖がラムサール条約湿地登録１０周年を迎え、条約趣旨の「ワイズユー

ス（賢明な利用）」が浸透しつつあることから、これをより一層推進するため、全国規模の「ラムサー
ルシンポジウム2016in中海・宍道湖」や「鳥取 中海ＳＵＰフェスティバル」等を実施した。

○ニホンジカ捕獲強化体制推進事業
・県内東部地域を中心にニホンジカによる農林業及び生態系被害が深刻化していることから、平成

２７年度に創設された国の「指定管理鳥獣捕獲等事業」制度を活用した捕獲を県中部地域まで拡
大して実施した。また、隣接県と連携した奥山での捕獲対策を拡充するとともに、新たに若手捕獲
者の技能向上のためハンター養成スクールを実施した。

○カワウ被害緊急対策事業
・カワウによる淡水魚の捕食によって内水面漁業の被害が深刻化していることから、平成２９年春の

産卵期に向け、緊急的かつ総合的な鳥獣対策として全庁的な連携体制で取り組みを実施し、漁
業被害の状況、関係機関の役割分担、被害対策手法等について県独自の「鳥取県カワウ被害対
策指針（H29.4月）」を策定した。

Ⅴ【安全・安心】安全で安心してくらせる生活環境の実現
【現状】
・三大河川（千代川、天神川、日野川）、海域については、概ね環境基準を達成しており、清浄な水

環境が維持されている。
・県内の生活排水処理人口普及率は、目標値（９３．２％）に向けて着実に整備が進められていると

ころである。（平成２８年度末：９３．１％）
・大気汚染に係る環境基準は光化学オキシダントを除いて達成された。環境基準を達成できないこ

とが多い微小粒子状物質（ＰＭ２．５）についても平成２８年度は達成となった。

【主な取組内容と実績】
○河川、海域の水質保全
・県内の河川・海域（海水浴場を含む）等を常時監視し、水質の維持・保全及び異常時の原因究明

を図るとともに、事業所等の立入検査を実施した。
○原子力環境センター機能強化・運用事業
・平成２７年度に完成した環境放射能モニタリングの拠点施設である原子力環境センターを運用し、

島根原子力発電所から３０km圏内（ＵＰＺ）における平常時モニタリングとして、モニタリングポスト
による空間線量率の連続観測に加え、積算線量の測定（9箇所）や、環境試料（大気浮遊じん、降
下物、陸水等）の放射性物質濃度の測定を実施し、島根原子力発電所による影響は認められな
かったことを確認した。

Ⅵ【景観・快適さ】美しい景観の保全ととっとりらしさを活かした街なみづくりの推進
【現状】
・景観行政団体の移行促進や景観施策推進を目的とした景観研修会を通し、県内の景観の良さが



認識されはじめており、景観まちづくり活動に取り組む団体数、地域資源を活用したまちづくり実
施地区数が増加している。市町村においても５市町で景観形成条例が制定され、５市町が景観
法による景観行政団体となっている。

【主な取組内容と実績】
○景観まちづくり活動団体サポート事業
・地域の景観を活かしたまちづくり活動に取り組む団体に対して、意見交換会等により活動をサ

ポートし、住民全体によるまちづくり活動を支援した。
（平成２２年度末：４８団体→平成２８年度末：７０団体）
○とっとりの美しい街なみづくり事業
・美しい街なみ整備を促進するため、街なみや景観の保全に係る国庫補助事業を実施する市町村

に対して、所有者が負担する建築物の修景費用の一部を支援した。所有者が行う修景経費を支
援することにより、民間建築物の外観修景が促進された。（倉吉市：倉吉打吹地区）
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（１）環境への関心を高める取組の県民運動的展開
・平成２８年１１月の「パリ協定」発効を契機に、世界的に地球温暖化対策にかかる取組が進む中、
本県における温室効果ガスの削減や循環型社会の構築に向けた取組を一層推進するため、県民
の環境への関心を高めるための普及啓発を広く行うとともに、活動への支援等を行い、県民、住民
団体、事業者、行政等の各主体の連携・協働による環境先進県を目指した取組を実施した。
・「とっとり環境推進県民会議」（事業者や各界を代表する団体等で構成）を平成２８年１２月に設立
し、環境実践活動に対する課題解決策を検討するとともに、県民挙げた環境実践活動の機運を高
めるキックオフイベントを開催した。また、効果的な施策を実施するため県民の省エネ意識・取組状
況等の調査を行った。
・新たな取組として、生ごみ（食品ロス）の削減に向けた「おいしい！とっとり30・10食べきり運動」を
開始した。また、西部地域で食品スーパー４社と消費者団体・行政との間でレジ袋削減に関する協
定を締結（平成２９年２月）した。

（２）水素エネルギー推進事業
・低炭素社会から脱炭素社会の実現に向けた取組として、太陽光・風力など再生可能エネルギーを
一層推進していく上で必要不可欠な水素を上手に使いこなす社会の実現を目指し、鳥取ガス、積
水ハウス、本田技研との官民連携により、ＦＣＶ（燃料電池自動車）及びＳＨＳ（スマート水素ステー
ション）、水素利活用のスマートハウスを一体で整備し、水素エネルギー実証（環境教育）拠点とし
て、「鳥取すいそ学びうむ（とっとり水素学習館）」を完成させ、実証実験（施設の試験運用）を行っ
た。
・「鳥取すいそ学びうむ」完成式典（平成29年1月）と併せて、大学、産業界などの有識者による「水
素エネルギー推進フォーラム」を開催し、県内のエネルギー関連事業者に対して、水素エネルギー
の利活用技術等の最新動向などを広く紹介した。

（３）大山隠岐国立公園が国立公園満喫プロジェクト等推進事業に選定（平成２８年７月）
・大山隠岐国立公園が、国の「国立公園満喫プロジェクト」※のモデル地域に選定され、先行的・集
中的に取組を実施するための具体的な取組方針である「大山隠岐国立公園満喫プロジェクト・ス
テップアッププログラム2020」を大山隠岐国立公園満喫プロジェクト地域協議会において承認した
（平成２８年１２月）。外国人観光客の受入環境の充実を図るため、国立公園満喫プロジェクト実施
期間中（平成２８年度から３２年度）、集中的かつ計画的に施設改修を行う。
※環境省によるモデル事業。日本の国立公園を世界水準の「ナショナルパーク」としてブランド化することを目標に全国８箇所の国立公
園において2020年までに訪日外国人を惹きつける取組を計画的、集中的に実施する。


